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１．はじめに 
 本報告書は、研究開発プログラム「犯罪からの子どもの安全」「系統的な『防犯学習教材』研究開発・実践プロジェクト（研究代表者：坂元 昂（社団法人 日本教育工学振興会 会長））」の支援システム開発グループ（旧略称：G2、リーダー：東京大学 目黒公郎）の東京大学が担当した「防犯特性分析機能」についての研究成果をまとめたものである。 

 
 ２．活動背景と目的 
 地域住民による「自分たちのまちは自分たちで守ろう」とする機運が高まり、さまざまな防犯活動が全国で展開されている。平成 21年末時点で、全国の防犯ボランティア団体は

42,762団体にのぼり、その構成員は 260万人に達している 1)。 地域の防犯活動は、「地域安全マップ」2)、割れ窓理論に基づいて行われる「ビューティフル・ウインドウズ活動」3)、人のつながりこそが防犯の基礎となると考えて行われる「あいさつ運動」4)など、様々な活動が行われている。 しかし、各団体の活動は地域で中心となる特定の個人に支えられていることが多く、高齢化等の問題も相まって、人材確保や継続性に課題がある 5) 6)。また、現状の防犯活動は、他の地域の活動を転用するだけというものも多く、対象地域や各組織の特性を十分考慮した活動になっていない 7)。さらに、警察、地方公共団体、学校など、地域を支える各組織の連携と地域全体の視点に立った活動を実施している地域も多くない 1)。  犯罪からの子どもの安全確保にあたっては、地域の関係主体の連携による「防犯まちづくり」を計画的に進める取り組みがあり、地域の現状の課題の把握から対策の必要性と実効可能性に留意して、計画の策定が行われている 6) 8) 9) 10) 11)。しかし、関係機関との連携体制を構築するためには、地域全体での情報共有と活動の評価・管理が課題となっている。 このような活動に対して、都道府県警察や自治体等によって様々な支援が行われており、
GISや GPSを使った犯罪発生情報のマッピング、地域ポータルサイトの開設、E-ラーニングを使った教材開発などの活動を支援するシステムの開発が進められている 12) 13)。例えば、防犯ボランティア団体の結成と継続的な支援を主な目的として立ち上げられた「自主防犯ボランティア活動支援サイト（警察庁）」は、全国の防犯活動団体の活動内容をデータ化しており、防犯団体の構成員情報や活動概要が閲覧できるようになっている。  しかし、犯罪発生情報は、その都度警察から入手することは容易ではなく 14)、地域特性に基づいた犯罪発生状況の分析から、地域全体の防犯活動の評価・運営までを支援するシステムを一般の人々がインターネット上で利用できるものは現状では存在していない。また、上述のように関係機関との連携体制を構築する上での課題となっている「地域全体での活動の評価・管理の支援や可視化」できるものも現状では存在していない。 そこで本研究では、各地域や団体が行っている防犯活動の中心的な立場である防犯活動従事者が、犯罪発生状況の分析から防犯活動の計画・立案、実施とその評価まで、対象地域の特性に合った防犯活動をトータルでマネジメントできる環境を提供するWEBシステムを開発する。本稿では開発したシステムの機能とその有用性の検証結果について報告する。 
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３．防犯活動評価支援システム 
 上記の現状の防犯活動の課題を踏まえ、防犯活動を支援するシステムを開発した。 

 

(1) 防犯活動評価支援システムの概要 

a) 開発機能 「計画的な防犯まちづくり」を行うために、計画策定、実行、評価・改善の３つの視点に対し PDCAサイクルに即した取り組みが行われている 15)。また、子どもを守るための「まちづくり計画」は、地域の現状の把握、課題の整理、計画の策定というプロセスで検討会が実施されている 8)。これらの取り組みから、「犯罪発生状況の把握と現状の防犯活動に関する評価」が可能となるシステムが求められていることがわかる。  また子どもの防犯、防犯教育指導の現状調査では、「一般論的な防犯教育だけではなく、地域の特性を加味した防犯教育も必要」、「全国的な防犯対策事例と自分の地域の特性の両方を知っている人が子どもたちへの教育指導者として望ましい」等の意見も挙がっている
7)。このような状況を踏まえると、人材確保・育成の重要性から「必要な知識を効率よく習得するための教材等の管理・提供」を可能とするシステムが必要なことがわかる。  さらに地域全体での情報共有と活動の評価・管理を行うためには、「日々の防犯活動を記録」するためのシステムも必要である。  以上の点を踏まえ、本システムによって支援可能とする防犯活動の一連のプロセスを、以下の様に定義した。この「防犯活動プロセス」は、ⅰ）対象地域の犯罪発生状況や他地域の防犯活動などの情報収集・分析、ⅱ）防犯活動の実施状況の評価、および既存の活動の改善と新規活動の検討、そして、ⅲ）防犯活動を行う上で必要な知識を研修会や教材等を用いて学習し、ⅳ）日々の活動を記録するとともに、ｖ)地域のノウハウを蓄積・共有し、日々の活動に活かすこと、から構成される。  表-1に、本システムの機能一覧を示す。主機能は、「A.トップページ」、「B.犯罪発生状況分析」、「C.地域活動状況」、「D.犯罪対策状況分析」、「E.全国犯罪情報一覧」の５つで構成される。表-2に、「防犯活動プロセス」に対して、各担い手が利用する機能を整理した。このとき、考えられる担い手の役割を定義し、各プロセスにおいて、各役割を達成するために必要な機能を対応させた。 

 

b) 想定されるユーザーと本システムの利用範囲  本研究では、主に行政や他地域との情報交換、予算の獲得等を行っている人たちを「防犯コーディネーター」と、地域の活動全体を把握し活動の効率化や促進を図っている人たちを「防犯リーダー」と定義している。そして、防犯コーディネーターや防犯リーダーの情報提供や指導で、パトロールなどの防犯活動を実際に行う人々を「一般ボランティア」と定義している。この 3 者に防犯の専門家を加えた４者をシステムのユーザーとして想定している（表-2）。ただし実際の現場では、防犯コーディネーターと防犯リーダーを明確に区別できない場合も多く、両者を兼務しているケースも多いと考えられる。  本システムの利用者の閲覧範囲は、自分達が住む地域の情報だけでなく、他地域の事例等も理解できるように、全国の防犯情報を一元的に集約し、団体や地域の境界を越えて、情報を共有できるようにした。 
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(2) 「犯罪発生状況分析」機能  効果的な防犯対策を実施するためには、地域の防犯従事者が地域特性を踏まえた犯罪発生状況を理解することが求められている。地域の犯罪状況の把握には警察から配信される犯罪統計情報を利用することも有効だが、配信される情報の種類や配信地域単位、配信頻度等を防犯従事者が選択することは難しい。そこで、「全国的な防犯対策事例と自分の地域の特性の両方を知ることが望まれている」ことも考え、地域の防犯活動従事者がいつでも自由な視点でその地域の犯罪発生情報を分析できるようにした。これにより、防犯コーディネーターや防犯リーダーは、全国的な視点から自分達の地域の犯罪発生状況を把握することも可能となる。  犯罪発生状況分析は、「円、棒、積上棒グラフ、パレート、テーブル図（２軸、３軸）」の６種のグラフを描画ができるようにした。また分析対象のデータを「日付、地域、データソース（新聞記事、安全・安心メール）、地域条件（人口など）」から絞り込みができるようにした。さらに作成されたグラフから、件数や割合が高い項目を上位３位まで表示するようにした。また作成されたグラフをクリックすることで、データソースの閲覧も可能とした。  犯罪発生情報の収集に関しては、信頼性のあるデータをリアルタイムに収集できる方法は現状では限られていることを踏まえ、システムの第一ステップとして、現在全国各地で普及している「安全・安心メール」と呼ばれる行政サービスを利用し、これを自動的にデータベースへ取り込む環境を構築した。そして、得られた「安全・安心メール」は、WBS(Work 

Breakdown Structure)の手法を用いて犯罪等の事象、時間、場所、被害者の視点で分類する 16）（添付資料１）。WBS とは、複数の階層を作って分類することで全体を整理する手法であり、主にプロジェクトマネジメントの分野で使用されている。WBSの特徴は階層構造であること、各階層（レベル）がWBSで扱う対象情報を全て網羅することの 2点である。 安全・安心メールについての厳密な定義はないが、本研究では「警察又は地方公共団体が配信する安全・安心に関する住民向けのメールサービス」、または「警察や地方公共団体が HP上で呼びかける住民への危険についての詳細が書かれた情報」と定義した。  安全・安心メールは、「どこで、誰が、誰に対して、どのような行為が発生したのか」をほぼリアルタイムに知ることができるため、 「犯罪ならびに犯罪に至らない反社会的行為等」の情報を毎日更新することが可能である。  一方で、警察庁 17）によると、「現下の厳しい犯罪情勢においては、犯罪情報を適正に公表することが犯罪捜査に対する協力や犯罪抑止に有効である一方、その方法や態様によっては、被害者等の事件関係者その他の者に不測の損害を与えることにもつながりかねないことから、その公表に当たっては細心の注意が必要である」、また、ホームページ等において電子地図等を用いて公表する場合において、「罪種、発生時間帯等を除き、当該地点が個別の事件を特定できるような固有の情報を保有しないこと」としており、「安全・安心メール」の配信内容にもこれらの点が配慮されていると考えられることから、情報の記述量は限定的である。しかし、「法で定義される犯罪に至らなかった情報」も含まれるため、件数が多くなり、地域を限定しても統計的に有意な数の情報を集めやすい利点がある（添付資料２）。  以後、本研究では、安全・安心メールを中心に犯罪に関連する情報を収集することから、「犯罪ならびに犯罪に至らない反社会的行為等」に関する情報を簡便的に「犯罪等発生情
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報」と呼ぶことにする。 全国134の配信団体が提供する「安全・安心メール」を対象に情報収集した結果（表-3）、
72,716件（2008年6月11日から2010年8月19日）の「犯罪等発生情報」が収集できた。その中から、犯罪に関連した情報を持たないメールを犯罪以外のものと見なして除外した結果、メールの件数は40,617件（全体の約6割）に絞られた。「犯罪等発生情報」以外の配信情報は災害や雨、救急等があり、配信団体の別により異なると考えられる。また主な配信団体は警察と地方公共団体であり、配信までの流れは、学校から地方公共団体に情報が渡り警察から配信される場合、直接、警察への通報から警察が配信する場合等があるが、多くの場合では警察の認知が行われていると考えられえる。 

 

(3) 「地域活動状況分析」機能 防犯の関係機関が連携し、地域全体にとって最適な活動を検討する上では、どの担い手が、どのフェーズに、どんな種類の活動をするのが効率的かを理解することが大切である。そのためには、現在の多様な防犯活動を体系的に整理することが必要である。「子どもが犯罪に遭遇する潜在的危険性とその原因の解決策を構造化する取り組み」もあるが 18)、これは保護者の立場からの視点に留まっている。 そこで、本研究では、防犯活動の体系的な整理の第一ステップとして、犯罪対策閣僚会議でまとめられた「犯罪から子どもを守るための対策 19)」をベースに用いた。これは、最近発生している児童を被害者とする事件を踏まえ、「登下校時の児童の安全確保のための取組」と、「その他の犯罪から子供を守るための総合対策」としてまとめられたものである。ここから、「児童虐待や人権問題」等の子どもの防犯活動の範囲外と考えられるものを除外するとともに、「農村漁村において照明施設の整備等防犯に配慮したむらづくりを推進」や「安全・安心等に配慮した商業施設整備」は「市街地整備」として一つにまとめた。さらに、現在の防犯ボランティアの基本的な行動と考えられる「街の美化」と「あいさつ運動」、各自治体において実績があると考えられる「警備員配置」、「防犯グッズ」、「防犯キャンペーン・コンクール」、「のぼり旗・立て看板掲示」を加えた。このように整理したものを、本研究では「あるべき防犯対策」と定義する（表-4）。  次に、「あるべき防犯対策」に対し、WBS を用いて「各対策の担い手、対策フェーズ、ソフト・ハードの種別」を付加することで対策を分類した（添付資料３）。上記の分類に当たり、担い手は、「ボランティア、学校、警察、行政、企業」とし、対策フェーズは、「予知・警報、事前準備、抑止力、応急、評価、回復」とした。防犯活動は、地域において、教育・環境・福祉・消防・防災などの多岐にわたる市民活動の一つであると考えられ、各担い手が、各自の領域で防犯に寄与することが期待されており 20)、各対策に対する貢献が期待できる担い手を各対策に付加した。対策フェーズは、各防犯対策が実施されるフェーズを各対策に付加した。 さらに、各対策に対し重み付けを行った。ⅰ）まず、「犯罪原因と犯罪機会」の 2つの視点から 21)、22)、23)、各対策が保有している要素の重みを集計値を、その対策の重み（Wc）とする。例えば、「子ども 110 番の家」の場合、「犯罪機会の標的に対する抵抗性を高めるためのハード」と「場所に対する監視性を強化するハード」の２つの要素を持ち、各要素の重み「１」を集計することで、「子ども 110番の家」の重みは「２」となる。ここでは、全ての要素は同じ重みを持っているとして、各要素の重みは「１」とした。なお、犯罪原因は、「犯罪者を生み出さないために犯罪者に対する対策要素」である。犯罪機会は、「犯罪
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の標的である子供の抵抗性を高め、犯罪が発生しにくい領域の形成と監視の目を増やすための場所に対する対策要素」で構成されている。さらに、犯罪機会はそれぞれハードとソフトに分類され、計 6つの要素で構成した。 ⅱ）次に、各対策の担い手に対し、重みの分担割合（Sr）を評価し、担い手別の重み（Wp=Wc×Sr）を算出した。ここでは、担い手別の分担割合の評価方法として、各対策に対する担い手の貢献度は同じものと仮定し、各対策の担い手間で均等に分配した。「子ども 110番の家」の担い手は、「学校・行政・警察・ボランティア」の 4者であり、その貢献度は同じであると考えると、各担い手の分担割合は 25%（1/4）となる。従って、「各担い手の重み（Wp）」は、「対策の重み（Wc=2）」と重みの分担割合（Sr=1/4）を掛けた「0.5」となる。 「あるべき防犯対策」に対し、現在の担い手、フェーズ、対策種類（ハード、ソフト）の貢献度に対する現状の達成度を図示するものが「地域活動詳細レポート」である。  また、「新規活動評価」を用いることで、新たに「あるべき防犯対策」の中から防犯活動を実施する場合に、その活動を追加することによる担い手、フェーズ、対策種類の達成度の変化が示され、地域全体で活動の効果を確認することが可能となる。  実施中の各防犯活動には、それぞれ「活動詳細シート」が準備されている。初期状態としては、各防犯活動に必要な知識を得るために関連する教材等が「知識」の中にリンクされており、「活動の概要」、「特記・連絡事項」、「活動日報」については、各団体で内容を随時記入し活動を実施する。 日々の防犯活動において、活動詳細シート中の「活動日報」と「特記・連絡事項」を記入する。現状では、「活動日報」は紙を使って担当者が記録・収集し、手動で集計している団体が多く、これに多大な労力を費やしている。そこで、活動時間を自動で集計する機能を備えることで防犯リーダーの負担を軽減する仕組みを開発した。「特記・連絡事項」は、活動を行う上で注意すべきポイントを蓄積することで、一定の活動の質を保持した継続的な活動を可能となるためのシステムである。 

 

(4) 「犯罪対策状況分析」機能  他の地域や団体でどのような活動が実施されているかを参考にして、自分達の防犯活動に活かすために、対応組織間で活動情報を閲覧できるようにした。これは全国の各地で行われている対策を地域単位で担い手別に表示するものであり、「地域活動状況把握」の中で、現在活動中の活動を表示したものである。なお、表示された各活動をクリックするとそれぞれの「活動詳細シート」が表示される。  
(5) 全国犯罪情報一覧 この機能は、本システムに登録されている「犯罪等発生情報」を検索し、表示するものである。フリーキーワードをはじめ、日付、データソース等の条件で抽出することが可能である。 
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表-1 防犯活動評価支援システムの機能一覧 主機能 機能 機能概要 システム画面イメージ A. トップ    ページ A1. グラフ表示 地域で発生した犯罪等発生情報を提示する．表示するグラフは都道府県単位で選択可能である． 
 

A2. 犯罪情報表示 最近の地域で発生した犯罪等発生情報を５件，表示する． A3. お知らせ・注意 全国的な犯罪等発生情報を表示する． 
B. 犯罪発生    状況分析 B1. グラフ描画 「円，棒，積上棒グラフ，パレート，テーブル図（２軸，３軸）」の６種のグラフの描画ができる．なお，分析対象のデータを「日付，地域，データソース（新聞記事，安全・安心メール），地域条件（人口など）」から絞り込み，グラフを描画できる．  

  （詳細は図 2） B2. 上位ランク表示 作成されたグラフから，件数や割合が高い項目を上位３位まで表示する． B3. データソース閲覧 作成されたグラフをクリックすることで，データソースを閲覧することが出来る（機能E1が表示される）． 

C. 地域活動     状況 
C1. 地域活動状況把握 担い手別に，「あるべき防犯活動」が表示され，現在行われている防犯活動はオレンジで表示される．地域全体で行われている防犯活動を把握できる．  （詳細は図 3(a)） C2. 地域活動詳細   レポート 地域活動を，担い手，フェーズ，対策種類（ハード，ソフト）の視点から現在の達成度を図示する．  （詳細は図 3(b)） C3. 新規活動評価 新たに防犯活動を実施する場合に，担い手，フェーズ，対策種類別に，新規追加後の達成度の変化を図示する．  （詳細は図 3(c)） C4. 活動詳細シート 各防犯活動について「活動の概要，知識、特記・連絡事項」等が記入されている．機能 C1の各活動をクリックすると表示される．また，パトロールの「活動詳細シート」には，「C5. 日報機能」を付けている． 

 （詳細は図 4） C5. 日報記入，集計 日々のパトロールの「活動エリア，人数，気づいた事」を記録する機能である．活動時間などを自動で集計し，グラフ化する．  （詳細は図 5） 

担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業 予知・警報事前準備抑止力応急回復評価 その他 ソフトハードソフト・ハード担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業 予知・警報事前準備抑止力応急回復評価 その他 ソフトハードソフト・ハード担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業 予知・警報事前準備抑止力応急回復評価 その他 ソフトハードソフト・ハード担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業 予知・警報事前準備抑止力応急回復評価 その他 ソフトハードソフト・ハード
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D. 犯罪対策      状況分析 D1. 対策状況把握 全国の地域で行われている対策を地域単位で担い手別に表示する．これは機能 C1 の現在活動中のオレンジ色の活動を集計し，表示したものである．表示された各対策をクリックすると「C4 活動詳細シート」が表示される． （詳細は図 6） E. 全国犯罪    情報一覧 E1. 犯罪情報検索 犯罪情報を検索，表示する．  （詳細は図 7）    表-2 「防犯活動プロセス」に対する担い手別の本システムの機能 主な担い手 考えられる役割 防犯活動プロセス 情報収集・分析 活動の評価 学習・研修 日々の活動 
防犯コーディネーター 

・犯罪発生特性 分析 ・防犯活動分析 ・教材分析から防犯活動の改善/改良，教材の改善/ 改良 
B.犯罪発生状況分析 E.全国犯罪情報一覧 C.地域活動状況 C1.地域活動状況把握機能 C2.地域活動詳細レポート C3.新規活動評価 D.犯罪対策状況分析 

C.地域活動状況 C4.地域活動詳細シート - 
防犯リーダー 

・犯罪発生特性 分析 ・防犯活動の理解 ・教材の理解から  効率的な防犯活動プログラムの  作成と防犯活動の実施 
B.犯罪発生状況分析 E.全国犯罪情報一覧 C.地域活動状況 C1.地域活動状況把握機能 C2.地域活動詳細レポート D.犯罪対策状況分析 

C.地域活動状    況 C4.地域活動詳細シート C.地域活動状    況 C4.地域活動詳細シート C5.日報機能 
一般ボランティア/保護者  

・犯罪発生特性の理解 ・防犯活動の理解から防犯活動を実施 E.全国犯罪情報一覧 - C.地域活動状    況 C4.地域活動詳細シート C.地域活動状    況 C4.地域活動詳細シート C5.日報機能 
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表-3 本システムで収集している「安全・安心メール」の都道府県別配信団体 都道 府県 配信団体 数 都道 府県 担い手区分 数 北海道 警察 1 大阪 警察 1 地方公共団体 1 地方公共団体 3 青森 地方公共団体 1 奈良 地方公共団体 1 岩手 警察 1 滋賀 警察 1 宮城 地方公共団体 2 京都 地方公共団体 2 秋田 地方公共団体 2 兵庫 警察 1 新潟 警察 2 地方公共団体 2 富山 地方公共団体 1 和歌山 地方公共団体 1 山梨 警察 1 岡山 警察 1 長野 警察 1 地方公共団体 3 地方公共団体 3 広島 警察 1 群馬 警察 1 地方公共団体 2 栃木 警察 20 島根 警察 1 茨城 警察 1 愛媛 警察 1 神奈川 地方公共団体 19 香川 警察 1 東京 警察 1 徳島 警察 1 地方公共団体 11 地方公共団体 1 埼玉 警察 1 山口 警察 16 地方公共団体 1 福岡 警察 1 千葉 地方公共団体 5 地方公共団体 2 静岡 警察 1 長崎 警察 1 地方公共団体 2 熊本 警察 1 愛知 警察 1 大分 警察 1 地方公共団体 1 地方公共団体 2 岐阜 警察 1 宮崎 地方公共団体 1 三重 警察 2 鹿児島 警察 1 
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表-4 「あるべき防犯対策」一覧（H：ハード，S：ソフト） 

 

H S H S H S 行政 抑止力 33% 0.7警察 事前準備 33% 0.7ボランティア 応急 33% 0.7学校 抑止力 25% 0.5行政 抑止力 25% 0.5警察 事前準備 25% 0.5ボランティア 応急 25% 0.5あいさつ運動 1.0 1.0 1.0 3.0 ソフト ボランティア 抑止力 100% 3.0学校 抑止力 25% 0.8行政 抑止力 25% 0.8警察 抑止力 25% 0.8ボランティア 抑止力 25% 0.8インターネット規制 1.0 1.0 ソフト 警察 抑止力 100% 1.0学習塾での安全 1.0 1.0 2.0 ソフト 行政 抑止力 100% 2.0学校 抑止力 50% 1.5行政 抑止力 50% 1.5学校 抑止力 25% 0.3行政 事前準備 25% 0.3警察 事前準備 25% 0.3ボランティア 抑止力 25% 0.3学校 事前準備 50% 1.0行政 抑止力 50% 1.0再犯防止 1.0 1.0 ソフト 警察 回復 100% 1.0市街地整備 1.0 1.0 2.0 ハード 行政 抑止力 100% 2.0児童福祉司活用 1.0 1.0 ソフト 行政 回復 100% 1.0警察 抑止力 50% 0.5警察 事前準備 50% 0.5出所者情報共有 1.0 1.0 ソフト 警察 回復 100% 1.0学校 抑止力 33% 0.7行政 抑止力 33% 0.7警察 抑止力 33% 0.7学校 抑止力 33% 0.7警察 応急 33% 0.7警察 回復 33% 0.7行政 抑止力 50% 1.0行政 事前準備 50% 1.0学校 抑止力 25% 0.8行政 抑止力 25% 0.8警察 抑止力 25% 0.8ボランティア 抑止力 25% 0.8中高生の児童館・児童センターの活用促進 1.0 1.0 ソフト 行政 抑止力 100% 1.0行政 予知・警報 50% 1.0警察 事前準備 50% 1.0出会い系サイト規制 1.0 1.0 ソフト 警察 抑止力 100% 1.0行政 抑止力 33% 1.0警察 抑止力 33% 1.0ボランティア 抑止力 33% 1.0学校 抑止力 20% 0.6企業 抑止力 20% 0.6行政 抑止力 20% 0.6警察 抑止力 20% 0.6ボランティア 抑止力 20% 0.6ソフト1.0 1.0 1.0 3.0パトロールのぼり旗、立看板掲示 ハード1.0 1.0 1.0 3.0 ハード1.0 1.0 2.0通報装置整備地域防犯への取組依頼 ソフト1.0 1.0 1.0 3.0 ハード1.0 1.0 2.0設備強化スクールサポーター活用 ソフト1.0 1.0 2.0 ソフト1.0 1.0 2.0スクールガード活用児童ポルノ規制 ソフト1.0 1.0 ハード1.0 1.0 2.0校内防犯グッズ講師への防犯講習会 ソフト1.0 1.0 ハード1.0 1.0 1.0 3.0警備員配置安全点検 ソフト1.0 1.0 1.0 3.0 ハード1.0 1.0 2.0「子ども110番の家」「コンビニエンスストア・セーフティステーション活動」 ハード1.0 1.0 2.0 担い手 フェーズ 担い手別の重みWp（Wc×Sr）標的 場所抵抗性（R） 領域性（T） 監視性（M） 重みの分担割合Sr対策 種類犯罪原因 犯罪機会 対策の重みWC（R+T+M）
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ファミリー・サポート・センター活用 1.0 1.0 ハード 行政 抑止力 100% 1.0学校 応急 14% 0.3学校 評価 14% 0.3警察 応急 14% 0.3行政 抑止力 14% 0.3行政 事前準備 14% 0.3行政 予知・警報 14% 0.3ボランティア 予知・警報 14% 0.3学校 その他 20% 0.6企業 その他 20% 0.6行政 その他 20% 0.6警察 その他 20% 0.6ボランティア その他 20% 0.6学校 事前準備 20% 0.2企業 応急 20% 0.2行政 抑止力 20% 0.2警察 応急 20% 0.2ボランティア 抑止力 20% 0.2街の美化 1.0 1.0 2.0 ソフト・ハード ボランティア 抑止力 100% 2.0学校 事前準備 20% 0.4企業 事前準備 20% 0.4行政 事前準備 20% 0.4警察 事前準備 20% 0.4ボランティア 事前準備 20% 0.4警察 抑止力 50% 1.0警察 事前準備 50% 1.0学校 抑止力 50% 1.0行政 抑止力 50% 1.0学校 抑止力 20% 0.6学校 事前準備 20% 0.6学校 予知・警報 20% 0.6警察 事前準備 20% 0.6ボランティア 事前準備 20% 0.6児童館や放課後児童クラブの活用 1.0 1.0 ハード 行政 抑止力 100% 1.0生活塾の活用 1.0 1.0 ハード 行政 抑止力 100% 1.0地域安心安全情報共有システム 1.0 1.0 ソフト 行政 予知・警報 100% 1.0電子タグ、ユビキタスセンサーネットワーク 1.0 1.0 ハード 行政 抑止力 100% 1.0匿名通報ダイヤル活用 1.0 1.0 ソフト 警察 評価 100% 1.0放課後子ども教室活用 1.0 1.0 ハード 行政 抑止力 100% 1.0行政 抑止力 33% 0.3警察 抑止力 33% 0.3ボランティア 抑止力 33% 0.3防犯ボランティア活動への参加を促進 1.0 1.0 ソフト 行政 その他 100% 1.0ソフト1.0 1.0防犯キャンペーン、コンクール
学校警察連絡協議会 ソフト1.0 1.0 1.0 3.0 ハード1.0 1.0 2.0路線バス活用見守り活動 ハード1.0 1.0 2.0 ソフト1.0 1.0 2.0マップ作成
防犯グッズ配布 ハード1.0 1.0 ソフト1.0 1.0 1.0 3.0防犯教室
不審者情報発信 ソフト1.0 1.0 2.0
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４．システムの検証 
  本システムを実際に広く活用してもらうために，その必要性と意義、システムの機能とその操作性について、防犯ボランティアに検証してもらった。検証方法は、防犯ボランティアに本システムを実際に操作してもらい、各機能とその操作性について意見を聞くとともに、地域全体の視点から本システムの必要性と意義についての考えを聞いた。 
 

(1) ４地域の防犯コーディネーターと防犯リーダーによる検証 
a) 検証の概要  平成 22年 7 月 9日（金）から 10日（土）に、東京大学生産技術研究所において、広島市南観音地域・藤枝市広幡地域・宇部市藤山地域・東京都足立区西新井地域の防犯コーディネーターと防犯リーダーの４名に、実際にシステムを操作してもらい、本システムが持っている各機能について有用性と操作性を検証した（図-1）。機能と操作の説明は、本システムの開発者側から行い、検証に用いたデータとしては、東京都の「安全・安心メール」から収集した「犯罪等発生情報」と東京都足立区西新井地域の防犯ボランティア団体が実際に行っている防犯活動を用いた。  検証した機能は表-1 に示したものであり、操作説明書（添付資料４）を参考に、犯罪発生状況の分析から地域活動分析・活動詳細シートへの書き込み・日報の記録等についてシステムを自分で操作してもらった。   

b) 検証結果  検証の前には、「犯罪発生状況分析」機能のグラフ描画について、汎用性は高いが機能が複雑すぎるのでは、という意見もあったが、実際は「描画グラフの選択からグラフの描画結果の表示」までの一連の操作を全員が問題なく実施できた。図-2 は例として、東京都足立区で発生した「犯罪等発生情報」の罪種を棒グラフで表示したものである。また用意した様々な視点からの分析機能を容易に理解してもらうために、グラフ描画の事例集として「カタログ（添付資料５）」を用意し、分析可能なグラフの全体像を紹介した。  「地域活動状況」機能についても、地域活動状況の把握、地域活動詳細レポート、新規に活動を追加した場合の評価等、一連の操作を問題なく実施できることがわかった。図-3(a)と(b)は東京都足立区西新井地域で実際に行われている活動を表示したものであり、図-3(c)は、仮にボランティアがあるべき対策を全て行った場合の達成度を評価した事例である。また、パトロールについての「活動詳細シート」の記入（図-4）、さらに、「日報の記入・集計」機能の操作も問題なく実施できた（図-5）。  「犯罪対策状況分析」機能は、神戸市竹の台地区の防犯活動状況と東京都足立区の活動状況を比較したものを例示し、他の地域が行っている活動との違い等を認識することができた（図-6）。  「全国犯罪情報一覧」機能としては、図-2 のデータソースとなっている東京都足立区で発生した「犯罪等発生情報」を検索し、その詳細を確認してもらった（図-7）。 
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 システムの利用後に参加者から得た意見は以下のとおりである。 ・地元に戻って使えそうである。このシステムが行政との橋渡し役の位置付けになるととても助かる。 ・システムがネット上にあるので、ネットに詳しい比較的若いお父さんなどにも使ってもらえそうである。 ・役割分担としてその地域のＰＴＡが担当できれば活用できるのではないか。 ・このシステムを使って、いい活動をしている団体の活動情報が参考にできるので素晴らしい。 ・日報管理の問題点が解消できる。使いやすい。 一方で、以下のような指摘も得られた。 ・自分の地域では、既に警察との連携ができているので、このようなシステムの必要性を感じない。 ・情報提供単位が市区町村になっているため、コミュニティーに対して広すぎる。防犯団体の活動のスケールでの情報提供が望ましい。 ・このシステムは高齢者向けではないのではないか。 

 上記のシステムに対する評価結果から、「犯罪等発生情報」を収集する地域単位などの課題はあるものの、本システムは犯罪発生状況の分析から防犯活動の実施・評価まで、防犯コーディネーターと防犯リーダーが十分利用できる有望なシステムであることがわかる。なお、基データである「犯罪等発生情報」の蓄積に関しては、「犯罪内容にはその時々の時流というものがありそうなので、あまり古いデータは不要ではないか」という指摘もあることから、データ更新の期限や情報管理体制についてはさらなる検討が必要と考えている。 
 

 

 図-1 ４地域の防犯リーダーによる検証の様子 
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(a) 描画グラフの選択画面（棒グラフの事例） 

 

 

(b) グラフの描画結果 図-2 「犯罪発生状況分析」機能の検証  
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(a) 地域活動状況の把握（ボランティアと学校） 

 

(b) 地域活動詳細レポート 

担い手 対策フェーズ
対策種類ボランティア 学校警察行政

企業
予知・警報事前準備

抑止力
応急

回復評価
その他 ソフト

ハードソフト・ハード
担い手 対策フェーズ

対策種類ボランティア 学校警察行政
企業

予知・警報事前準備
抑止力

応急
回復評価

その他 ソフト
ハードソフト・ハード
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(c) 新規に防犯活動を追加したことによる評価結果 図-3 「地域活動状況」機能の検証  

 

担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業
予知・警報事前準備

抑止力
応急

回復評価
その他 ソフト

ハードソフト・ハード
担い手 対策フェーズ 対策種類ボランティア 学校警察行政企業

予知・警報事前準備
抑止力

応急
回復評価

その他 ソフト
ハードソフト・ハード
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  図-4 パトロールの「活動詳細シート」 
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 図-5 日報の記入と自動集計 
 

 図-6 「犯罪対策状況分析」機能の検証  
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(a) 犯罪等一覧 

 

(b) 詳細内容 図-7 「犯罪情報検索」機能の検証    
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(2) 神戸市竹の台地区における検証 

a) 検証の概要 

2010年 8月 3日に神戸市竹の台地区において、７名の防犯コーディネーターと防犯リーダーに、本システムの有用性と操作性について検証した（図-8）。竹の台地区とは「竹の台ふれあいのまちづくり協議会」を中心に、15の地域団体と、22の自治会の活動が相互に連携しあい、住民活動が活発な地区である。  今回の検証では、本システムの開発者からの説明は行わず、操作マニュアルのみで操作ができるかを検証した。防犯リーダーのうち、特にコンピュターの知識を持つ１名に本システムのマニュアルをあらかじめ与え、その防犯リーダーを講師として、地域でシステムを操作するための研修会の開催から操作説明と実際の操作指導までを行ってもらった。研修会のタイムスケジュールは①ログインを含めたシステム全体の概要説明（5 分）、②犯罪発生状況の分析（20分）、③地域活動状況の確認（20分）、④日報の記入（15分）である。 なお使用した「犯罪等発生情報」は、竹の台地域が過去 5 年間に配信した実際の犯罪等発生情報であり、この地域で実際に行われている防犯活動は、事前に防犯リーダーにヒアリングした結果をあらかじめシステムに入力しておいた。 

 

b) 検証結果  検証作業は予定していたタイムスケジュールよりも早く進み、ログインの入力に少し時間がかかった以外は、順調に説明と操作は進んだ。参加者の中には、説明した範囲外の機能を使いこなす人も見られた。  「犯罪発生状況分析」機能については、描画グラフの選択からグラフの描画結果が表示されるまでの一連の操作を問題なく行えた。罪種別の「犯罪等発生件数」の分析では、風俗犯が最も多い結果となり、地域の防犯リーダーの感覚とも一致し、本機能の有効性を示すことができた（図-9）。「地域活動状況」機能についても、地域活動状況の把握、地域活動詳細レポート、新規に活動を追加した場合の評価等、一連の操作を問題なく実施できた。「犯罪対策状況分析」機能に関しては、前述の 4 地域における検証と同様に、神戸市竹の台地区の防犯活動状況と東京都足立区の活動状況を比較したものを例示し、他の地域が行っている活動との違いを認識できた（図-6）。  研修終了後、講師を含めた 7 名にアンケートによって、感想や意見を調査した。アンケートでは各質問について 3段階で評価してもらった。質問項目は以下のとおりである。 

1．あなたは普段パソコンを使っていますか？ 

2．犯罪発生状況分析機能の操作は出来ましたか？ 

3．犯罪発生状況分析機能の操作は難しかったですか？ 

4．地域活動状況機能の操作は出来ましたか？ 

5．地域活動状況機能の操作は難しかったですか？ 

6．日報記入機能の操作は出来ましたか？ 
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7．日報記入機能の操作は難しかったですか？  これらの質問に対する回答を表-5 に示す。全体的にシステムはうまく使えており、普段パソコンを使っていない人でも利用可能であるという評価が得られた。  その他、研修中に挙がった意見は以下のとおりである。 ・機能としては十分であり操作も難しくはないが、各機能についての説明がシステムに示されると良い。 ・「あるべき防犯活動」は「ニュータウン型や商店街型など地域によって異なるので、地域性を考慮して複数用意しておく必要がある。 ・活動資金の問題について、システムから情報を得たい。 ・各団体の連携図を示すと分かりやすい。 ・システムのユーザーとしては、日常的にパソコンを使っている人も多く、父親が良いのではないか。  以上、7名の防犯コーディネーターと防犯リーダーに本システムを検証してもらった結果、今回開発したシステムは普段パソコンを使用していない人を含め、防犯コーディネータと防犯リーダーに十分使ってもらうことが可能なシステムであることがわかった。もちろん、現状のシステムは地域の要望すべてを満足するものにはなっていないので、今後さらなる改良を進めていきたいと考えている。 

 

 図-8 研修会の様子 
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 図-9 罪種別の犯罪等発生件数 
 表-5 アンケート結果 

 

 
 
 
 
 
 
 

氏名 質問１ 質問２ 質問３ 質問４ 質問５ 質問６ 質問７A よく使う できた 簡単 できた 簡単 できた 簡単B よく使う できた 簡単 できた 簡単 できた 簡単C よく使う できた 簡単 できた 簡単 できた 簡単D 時々使う ある程度できた 普通 ある程度できた 普通 ある程度できた 普通E 時々使う ある程度できた 普通 ある程度できた 普通 ある程度できた 普通F ほぼ使わない できた 簡単 できた 簡単 できた 簡単G ほぼ使わない ある程度できた 普通 ある程度できた 普通 ある程度できた 普通
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５．おわりに 犯罪発生状況の分析から防犯活動の計画・立案、実施とその評価まで、対象地域の特性に合った防犯活動をトータルでマネジメントできる環境を提供するWEBシステムを開発する。本稿では開発したシステムの機能とその有用性の検証結果について報告する。 

 効果的な防犯対策は、対象地域の犯罪に関する情報全体を俯瞰・評価した上で計画・立案されるべきであるし、同様にその一部としての防犯活動も、対象地域の防犯体制と犯罪特性の分析に基づいた地域に合った活動として実施されるべきである。そこで本研究では、各地域や団体が行っている防犯活動で中心的な存在となっている防犯活動従事者が、対象地域の犯罪発生状況と防犯体制の分析から防犯活動の計画・立案、実施とその評価まで、対象地域の特性に合った防犯活動をトータルでマネジメントできる環境を提供する WEBシステムを開発した。 開発したシステムを実際に 11名の防犯コーディネーターと防犯リーダーに使ってもらい、その有用性と操作性を検証した結果、「犯罪等発生情報」の分析から防犯活動の運営に至るまでを支援する本システムの有用性と、日ごろからコンピュータを使っていない人を含めて十分利用可能な操作性を確認できた。ただし、利用者の声として現在のシステムには備わっていない機能に関しての要望もあったことから、これらの点については今後改良していくことが求められる。 なお平成 22年次研究開発計画書作成にあたり、本研究は業務委託元である（独）科学技術振興機構 社会技術研究開発センター「犯罪からの子どもの安全」領域マネジメントグループにより停止する対象と判断され、2010年 9月末でシステム開発を中止することになった。最後に本研究を実施する上で頂いた多大な支援に対して、関係者一同深く感謝の意を表する次第である。   
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添付資料１ 犯罪発生特性  レベル１ 事象 子どもに関係のある犯罪を法律から行為のレベルまで展開したもの 例 レベル２ 包括罪種 犯罪の種類を警察白書の包括罪種別に分ける 粗暴犯、凶悪犯 レベル３ 包括罪種-内訳罪名 犯罪の種類を包括罪種の内訳罪種別に分ける 殺人,暴行 レベル４ 子供の犯罪累計-行為 犯罪の種類を子どもの行為種別に分ける 叩かれる,物をぶつけられる レベル１ 空間 事象が発生する代表的な生活空間の要素にＣＰＴＥＤの概念を取りこみ展開したもの   レベル２ 施設 犯罪発生時の場所を施設別に分ける 住宅,街頭 レベル３ 施設名称 施設別に大きく分けられた空間をさらに細かく分ける 共同住宅,道路 レベル４ 設備 施設内のどの施設で発生したかまで分ける エレベーター,トイレ レベル５ 規模 犯罪発生犯罪発生した空間の規模の大きさを分ける 大規模,小規模 レベル９ 階数 犯罪発生時の階数を分ける １階、2 階 レベル６ 監視性 犯罪発生した空間の見通しのよさについて分ける 見通しがいい,悪い レベル７ 明るさ 犯罪発生した空間の照明装置の有無を分ける 照明設備がある,ない レベル８ 領域性 犯罪発生した空間への入りやすさについてわける 周囲との区分がある,ない レベル 1 被害者 被害者や加害者など子どもの犯罪に直接関係ある主体の属性を展開したもの   レベル 2 年齢 犯罪発生時の被害者の年齢を分ける n 歳 レベル 3 性別 犯罪発生時の被害者の性別を分ける 男,女 レベル 4 年代 犯罪発生時の被害者の年代を分ける   レベル 5 年代詳細 犯罪発生時の被害者の社会区分を分ける 小学１年生 レベル 6 国籍 被害者の国籍を分ける 日本人,○○人 レベル 7 障害 犯罪発生時の被害者の障害を持つ持たないという状態を分ける 障害を持っている,いない レベル 1 加害者 被害者や加害者など子どもの犯罪に直接関係ある主体の属性を展開したもの   レベル 2 年齢 犯罪発生時の加害者の年齢を分ける n 歳 レベル 3 性別 犯罪発生時の加害者の性別を分ける 男,女 レベル 4 年代 犯罪発生時の主体の年代を分ける   
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レベル 5 年代詳細 犯罪発生時の主体の社会区分を分ける 小学１年生 レベル 6 国籍 主体の国籍を分ける 日本人,○○人 レベル 7 障害 犯罪発生時の主体の障害を持つ持たないという状態を分ける 障害を持っている,いない レベル 8 凶器 加害者の凶器所持をわける   レベル 9 行動 加害者が犯行時に被害者に接近するために使用した交通手段を分ける   レベル 10 被害者との関係 被害者との関係を示す 知人 親族 他人 レベル１ 被害者の行動 子どもの日常的な行動を展開したもの   レベル２ 行為大要素 犯罪発生時の被害者の行為を空間のスケールで分ける 室内での行為,学校に関する行為 レベル３ 行為小要素 犯罪発生時に行っていた行為を分ける 留守番,登校 レベル４ 行動人数 犯罪発生時の被害者と共に行動していた人数を分ける n 人 レベル５ 保護者の存在 犯罪発生時の被害者の行為は保護者が同伴していたか分ける 保護者あり,なし レベル１ 環境 個人の力では及ばない環境条件を整理し展開したもの   レベル２ 年 犯罪発生年を見る Ｘ年 レベル３ 月日 犯罪発生月日を見る Ｙ月 レベル４ 時間帯 犯罪発生時刻帯を分ける 朝 昼前 レベル５ 時刻 犯罪発生時刻を分ける Ｖ時 レベル６ 時期 犯罪発生時は子供が平常授業の時期だったか、長期休暇中だったかを分ける 平常授業時,長期休暇時 レベル７ 日特性 犯罪発生時、被害者が休日の日だったか平日なのか分ける 平日,休日 レベル８ 季節 犯罪発生時、季節はいつだったか分ける 春,夏 レベル９ 天候 犯罪発生時の天候を分ける 雨,晴れ レベル１ 住所 犯罪が発生した住所を日本の地方レベルから展開   レベル２ 地方 犯罪が発生した住所を地方単位で分ける 関東地方 レベル３ 都道府県 犯罪が発生した住所を都道府県単位で分ける 東京都 レベル４ 区市町村 犯罪が発生した住所を区市町村単位で分ける 目黒区 レベル５ 町丁目 犯罪が発生した住所を町丁目単位で分ける 駒場 
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添付資料２   安全・安心メールと警察統計との比較結果 
 １．犯罪の定義 警察統計と安全・安心メールとでは、以下のように犯罪の定義が異なるために統計上の傾向が両者で異なる可能性がある。 安全・安心メールに含まれる犯罪行為は法で定義された犯罪だけを示すものではなく、住民が不快に感じた、不安を覚えた行為全てが犯罪と定義されている。そのため、法で定義される警察統計の犯罪より広義である。 労働災害の分野では、広義(小規模)の事件が重大なものと関係性があることを示すハインリッヒの法則がある。これは、労働災害の発生確率を分析した結果、1 件の重大災害には
29件のかすり傷程度の軽災害があり、さらにその裏には 300件のヒヤっとした体験（ヒヤリ・ハット）があるというものである（図 1）。 今回の分析では、ハインリッヒの法則のように犯罪予備行為も犯罪につながると考え、安全・安心メールの情報の分類結果を警察庁が認知した犯罪件数と比較する。対象期間は平成 21年上半期(2009年１月１日から 6月 30日)とした。  ２．被害者の年代比較 被害者の年代を比較した結果を表 2 に示す。安全・安心メールは被害者が小学生である犯罪に関する情報が多いことがわかった。以降の分析対象としては、被害者が小学生と中学生の場合を対象とした。  ３．罪名比較 小学生と中学生が被害者となっている犯罪を対象に、安全・安心メールと警察庁の犯罪統計書の犯罪について、罪名件数を比較した(表 3)。安全・安心メールと警察統計の関係を見るために、相互の相関係数を求めた。その結果、警察統計と安全・安心メールの被害者が小学生の場合-0.0846、中学生の場合-0.0182 となった。また件数を対数変換した後、相関係数を求めると小学生の場合 0.5666 、中学生の場合 0.6244となった。これらの数字から、警察統計と安全・安心メールの関係性は低いといえる。 項目別に見ると、件数では特に窃盗の値に大きな違いがある。小学生が被害者になった窃盗の犯罪は警察統計の場合は全体の 89.2%、安全・安心メールの場合は全体の 0.4％となっている。中学生が被害者の場合は警察統計では 88.2%、安全・安心メールでは 4.8%である。ここから、警察統計の総認知犯罪件数では、窃盗が多くを占めていることがわかる。 安全・安心メールに窃盗に関する情報が少ない主な理由に、「窃盗に関する犯罪を含めて
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配信をすると、配信メールのほとんどが窃盗になってしまい、わいせつ犯等など子どもに重大な影響を及ぼす可能性が高いその他の犯罪に関する情報量が相対的に減少するためにあえて窃盗に関する情報を出さない」がある。従って窃盗に対する統計は警察に頼る必要がある。 窃盗犯を除いた時の警察統計と安全・安心メールの罪名に対する相関係数は、被害者が小学生の場合では 0.7736、中学生の場合では 0.5769となった。これらの数字から、犯罪統計と安全・安心メールでは、窃盗の項目を除くと両者の関係性が高くなることがわかった。 

 

 図 1 ハインリッヒの法則  表 1  機械的な分類の精度 

 

 

分類分類分類分類 項目例項目例項目例項目例 人入力データの人入力データの人入力データの人入力データの空白率空白率空白率空白率 人入力データが空白であ人入力データが空白であ人入力データが空白であ人入力データが空白である場合を無視した正解率る場合を無視した正解率る場合を無視した正解率る場合を無視した正解率罪種 粗暴犯 0.0% 97.7%罪名 暴行 10.2% 97.1%犯罪行為 殴る 11.1% 95.2%施設 街頭 41.0% 88.0%施設名称 公園 45.9% 91.6%設備 トイレ 89.7% 94.6%（被）性別 男 65.5% 91.8%(被)年代 小学生 71.2% 74.5%(被)年代詳細 小学５年生 97.2% 81.8%年 2009年 8.8% 94.7%月 5月 2.3% 87.8%
時間帯 朝 17.9% 97.2%
時間 7時 17.9% 96.5%
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表 2 被害者年代別件数比較 

 表 3 警察統計と安全・安心メールの罪名件数比較

 表 4 警察統計と安全・安心メールの施設名称比較 

   

安全・安心メール件数 警察統計認知件数
未就学児 19 186

小学生 1,610 11,428

中学生 622 28,215

その他少年 1,108 87,374

社会人 0 539,805

詳細不明 6,006 0

計 9,365 667,008被害者媒体（件） 警察統計 メール 警察統計 メール殺人 16 0 4 0強盗 3 0 12 1強姦 20 0 46 0暴行 284 83 590 22傷害 148 2 722 0脅迫 7 0 29 0恐喝 54 0 349 0窃盗犯 10,199 7 24,885 30詐欺 4 8 25 0わいせつ 371 567 266 290逮捕監禁 0 0 6 0略取誘拐 23 1 9 0その他 299 941 1,272 278計 11,42811,42811,42811,428 1,6091,6091,6091,609 28,21528,21528,21528,215 621621621621

小学生 中学生

被害者媒体（件） 警察統計 メール 警察統計 メール一戸建て住宅 1,024 52 2,150 8共同住宅 2,001 17 3,211 2学校（幼稚園） 247 16 1,167 0駐車（輪）場 3,756 31 12,194 14道路上 1,910 1,005 4,823 485都市公園 1,113 166 684 18空き地 52 3 179 2列車内 9 16 41 12駅・鉄道施設 28 23 289 14その他 1,288 82 3,477 24計 11,42811,42811,42811,428 1,4111,4111,4111,411 28,21528,21528,21528,215 579579579579
小学生 中学生
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４．施設名称比較 次に、小学生と中学生が被害者となっている犯罪のみを対象に、安全・安心メールと警察統計の発生犯罪について、犯罪が発生した施設名称の件数を比較した(表 4)。安全・安心メールと警察統計の統計データの関係を見るために、相関係数を求めると、被害者が小学生の場合は 0.2451 、中学生の場合は 0.2015となり、弱い相関があった。低い相関係数を示した中学生のデータに注目すると、駐車場について、安全・安心メールと警察統計に大きな乖離があった。  駐車場における乖離の原因としては、罪名分析から窃盗の項目に大きな開きがあることがわかっている。すなわち、駐輪場にある自転車の窃盗が非常に多いことが原因と考えられる。 

 ５．対象とする被疑者の範囲 後述するように、警察統計を見ると子どもが被害者になっている犯罪の加害者は家族や知人であることが多く、虐待の問題と密接な関わりがある場合も多い。そのために、軽微なできごと、性的犯罪などは発覚そのものが難しく警察統計には計上されにくい。また発覚した場合には、警察統計には被疑者に制限はないが、安全・安心メールの場合には家族や知人が被疑者の場合は一般に安全・安心メールの対象にならないため、被疑者はほぼ不審者に限られる。 警察統計によれば平成 21年の上半期に発生した全殺人事件検挙件数 479件のうち、被疑者と被害者の面識がなかった検挙件数は 60件で、全体の 12.5%でしかない。同様に平成 20年の上半期を調べるとその割合は 8.9％であり、両年の平均から被疑者と被害者の面識がなかった割合は全体の約 1 割であることがわかる。殺人以外の罪名の被疑者と被害者の関係に関する情報が公開されていないので詳細は不明だが、面識がない人物が被疑者になる犯罪の割合は殺人と同様に低いことが予想されることから、重大な身体的ダメージを与える犯罪ほど、面識ある被疑者が加害者になっている場合が多いと考えられる。 このように、見知らぬ人物から受けた犯罪の割合が犯罪全体に対して小さければ、警察統計と安全・安心メールの統計傾向には違いが生じる点には注意する必要がある。 

 ６．虐待と窃盗の問題を考慮した施設名称分析 警察統計と安全・安心メールの違いは、主に窃盗と家族や知人による虐待に関する情報であることが予想される。これを罪名と施設名称のクロス表を用いて検証する。 警察統計には、未成年という大きなくくりでのクロス表しかなく、罪名に対して、被害者が小学生と未成年間の相関係数は 0.9990、中学生と未成年間では 0.9998となった。件数として突出して多い窃盗の項目を除き、同様に相関係数を求めると小学生では 0.7347、中学生では 0.9664となった。項目別に見ると、その他の項目が大きく異なっている。 そこで、警察統計のクロス表に対して窃盗を除き、さらに、その他の罪名件数を１/10(1
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割)したものを小学生のクロス表と同傾向にあると仮定したものを表 5に示す。警察統計から窃盗、虐待、その他の犯罪を除いたことで、総犯罪件数は元の 7.4%となった。 表 5の数値を標準化（平均 0、分散１）したものを図 2に示す。この警察統計と安全・安心メール間の認知した発生犯罪施設名称の相関係数をとった結果、小学生と警察統計間の相関係数は 0.8961、中学生と警察統計間の相関係数は 0.8919となり、両者に高い相関があることがわかる。 

 ７．大人と子どもが被害に遭う時間帯の比較 犯罪発生時間に対する比較を試みる。警察統計には被害者が子どもだけの発生時間は記載されてないので、警察統計と安全・安心メールの直接的な比較はできない。しかし、警察統計には、全年代を対象とした街頭における強制わいせつ発生時間が公開されているので、わいせつ犯について、警察統計と安全・安心メール間が同じ傾向を持つと仮定し、被害者の年代だけに注目して比較を行った。 警察統計に記載された全ての年代の被害者を対象とした街頭における強制わいせつ発生時間と、 安全・安心メールから制作した小学生と中学生の年代の被害者を対象としたわいせつ・声かけ事象発生時間を比較した。２時間単位での発生時間帯を集計したものを図 3に示す。 図 3 を見ると、被害者の年代によって犯罪に遭う時間帯が大きく異なることがわかる。小学生では朝の登校の時間帯の小さなピークと、下校時や下校後に外で遊ぶ時間帯（16 時ごろ）に最大のピークがある。中学生になると突出したピークがなくなり、時間帯毎のリスクの差は小さくなる。一方、全年代を対象とすると、夜中が犯罪に合うことが多いことがわかる。 

 表 5  窃盗と虐待を考慮した施設名称件数比較 

 

被害者 未成年 小学生 中学生媒体（件） 警察統計メール メール一戸建て住宅 441 52 8共同住宅 660 17 2学校（幼稚園） 430 16 1駐車（輪）場 1,086 31 14道路上 3,633 1,005 485都市公園 668 166 18空き地 107 3 2列車内 213 16 12駅・鉄道施設 273 23 14その他 1,881 82 24合計 9,392 1,411 580
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 図 2  施設名称比較(平均 0 分散 1) 

 図 3  わいせつ被害発生時間帯比較  表 6 相関係数まとめ  

 
警察統計対象年代 分類 項目数 安全メール 小学生相関係数 安心メール 中学生相関係数小学,中学生 罪名 13 -0.0846 -0.0182小学,中学生 『窃盗犯』を除いた罪名 12 0.7736 0.5769小学,中学生 施設名称 10 0.2451 0.2015小学,中学生 『窃盗犯』と虐待を除いた施設名称 10 0.8961 0.8919警察統計対象年代 分類 項目数 警察統計 小学生相関係数 警察統計 中学生相関係数未成年 罪名 13 0.9990 0.9998未成年 『窃盗犯』を除いた罪名 12 0.7347 0.9664
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８．まとめ  (1)安全・安心メールの分類 安全・安心メールは短文であるため、分類が容易で、大量の情報を集めやすいというメリットがある。しかし一方で、情報の中には分類に必要な最低限の被害状況が記述されていない場合もある。 

 (2)警察統計と安全・安心メールの比較 表 6に各相関係数の分析結果をまとめる。 安全・安心メールと警察統計の示す犯罪傾向は大きく差があることがわかった。この差は『窃盗犯』と親族による虐待や知人から受ける犯罪情報から生じている。適切な犯罪対策を計画・立案するために、安全・安心メールを利用する場合に、①窃盗犯についての情報が少ないこと、②虐待等の問題は読み取れないこと、に注意しないと実際の犯罪特性の傾向を正しく読み取ることはできない。しかしこの点に注意すれば、リアルタイム性に優れた安全・安心メールからの情報と、より大きな範囲を扱う警察統計を併用することで、対象地域の犯罪特性を把握できる可能性が高い。            参考文献参考文献参考文献参考文献    
1)齋藤勝久,近藤伸也,目黒公郎：子どもの防犯データベース設計に関する研究,生産研究, Vol. 

61, No. 4 pp.722-725,2009. 

2)警察庁：平成２１年上半期の犯罪情勢,2009.  
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添付資料３  犯罪対策特性・・・対策が持つ性質を分解し整理したもの(全２５レベル 249 要素)  レベル１ 担い手/受け手 対策を担う主体の要素を展開したもの 例 レベル２ 組織 犯罪対策を行う組織を大きいくくりで分ける 行政 レベル３ 組織小分類 犯罪対策を行う組織を名称のレベルまで分ける 都道府県庁 レベル４ 個人 犯罪対策を行う個人を分ける 職員,安全指導員 レベル５ 年代 犯罪対策を行う個人の年代を分ける ３０代 レベル６ 性別 犯罪対策を行う個人の性別を分ける 男,女 レベル１ 対策種類 対策の種類を整理し要素を展開したもの   レベル２ ハード ソフト 犯罪対策の種類をハード、ソフトの二つに分ける ハード,ソフト レベル３ 対策内容 犯罪対策の種類を分ける 活動,知識 （レベル３） フリー：対策（その他の時） レベル３がその他の時に書き込む欄   レベル１ フェーズ 対策がどの段階で効果を表すかを整理し展開した物   レベル２ 対策時期 対策の効果がある時期を示す 抑止力 レベル３ 対策フェーズ 対策の効果があるフェーズを示す   レベル１ コスト 対策がどの段階で効果を表すかを整理し要素を展開した物   レベル２ 活動時間 犯罪対策を行う時間を分ける ３０分 レベル３ 活動頻度 犯罪対策を行う頻度を分ける 週１回 レベル４ フリー：人数 犯罪対策を行う人数 ８人 レベル５ 初期費用（物） 犯罪対策を始める際にかかる収支の金額を分ける 金額が不明なら必要な物 Ｘ円 （チョッキ） レベル６ 継続費用（物） 犯罪対策を始める際にかかる収支の金額を分ける 金額が不明なら必要な物 Ｘ円 （チョッキ） レベル１ 住所 対策を行っている住所を日本の地方レベルから展開したもの   レベル２ 地方 対策を行っている住所を地方単位で分ける 関東地方 レベル３ 都道府県 対策を行っている住所を都道府県単位で分ける 東京都 レベル４ 区市町村 対策を行っている住所を区市町村単位で分ける 目黒区 レベル５ 町丁目 対策を行っている住所を町丁目単位で分ける 駒場 
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添付資料４ 
 

 

 



 

 
35 

 



 

 
36 

 



 

 
37 

 



 

 
38 

 



 

 
39 

 



 

 
40 

 



 

 
41 

 



 

 
42 

 



 

 
43 

 



 

 
44 

 



 

 
45 

 



 

 
46 

 



 

 
47 

 



 

 
48 

 



 

 
49 

 



 

 
50 

 

 



 

 
51 

 

添付資料５ 



 

 
52 

 



 

 
53 

 



 

 
54 

 



 

 
55 

 



 

 
56 

 



 

 
57 

 



 

 
58 

 



 

 
59 

 



 

 
60 

 



 

 
61 

 

 

 

 

 

 


